
状態目標 行動目標

① 生態系の質の向上

② 生息・生育環境の保全
③ 多様な主体による保全
④ 絶滅リスクの低減

⑤ 遺伝的多様性の保全

① 汚濁負荷削減等
② 森・川・里・湖のつながり
③ 保全・管理・指定
④ 担い手確保
⑤ 希少種の保護
⑥ 外来種対策
⑦ 遺伝的多様性の考慮

① 防災・減災等への活用
② 地域づくり
③ 気候変動対策
④ 野生鳥獣との適切な距離
⑤ 自然資本と経済活動
⑥ 持続可能な農林水産業

① 社会インフラの整備
② 地域振興
③ 再生可能エネルギー
④ 鳥獣保護管理
⑤ 循環経済等の取組推進
⑥ 琵琶湖システムの保全・活用

① 身近に機会がある
② 環境配慮行動が浸透
③ 情報を保全活動に活用
④ 多様な主体による調査・活動

① 環境学習の推進
② 環境配慮行動の推進
③ 情報共有
④ 多様な主体の取組
⑤ 市町との連携

生物多様性しが戦略2024～自然・人・社会の三方よし～ 概要

生物多様性の可能性、保全の必要性
• 生態系サービス（基盤・供給・調整・文化

的）としてもたらされる恵みは可能性の宝庫
• 生物多様性は地域を特徴づける強みであ

り、人間活動や気候変動などの影響によ
る劣化から保全する必要

１ はじめに

国内外の動向
• 2022年12月、「昆明・モントリオール生物多様性枠組」で2030年までに陸と海の

30％以上を保全する30by30目標や生物多様性を回復軌道に乗せることを合意
• 2023年3月、2030年までに生物多様性の損失を止め、回復軌道に乗せる「ネイチャー
ポジティブ（自然再興）」の実現を目指す「生物多様性国家戦略2023-2030」策定

６ 戦略の推進

３ 目指す姿

４ 取組方針

短期目標（2030年） 長期目標（2050年）

ネイチャーポジティブの実現 自然と人とが共生する社会の実現

策定趣旨
• 「カーボンニュートラル（炭素中立）」「サーキュラーエコノミー（循環

経済）」「ネイチャーポジティブ（自然再興）」の同時達成に向けて率先
して取り組むための滋賀の生物多様性地域戦略

• 滋賀の歴史と経験の中で導かれてきた、自然と人とのかかわり方としての
「守り（もり）」、マザーレイクゴールズ（MLGs）として発展的に継承
されてきた取組は、滋賀ならではの「再考」をしていくための土台

• 生きものの多様性を守り、暮らしの知恵や文化を継承しながら、自然の恵
みを持続可能な形で活用していくことは、自然と人が、互いに生かし生か
され、ともに生きていくという共生の実現につながる

• その実現は、滋賀のみならず、日本、世界への貢献につながることを、“自然・
人・社会の「三方よし」”に込めた、地球規模で考え、地域で行動する計画

位置づけ等
• 生物多様性基本法第13条の

規定等に基づく地域戦略
• 取組期間は2024年度～

2030年度
• 県内全域を対象
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• マザーレイクゴールズ（MLGs）等の
プラットフォームとつながり、日常
の中にある生物多様性を見つけるこ
とで、みんなで取り組む土壌を育む

• 取組や指標の達成状況と、状態目標
にどの程度寄与したのかを合わせ、
短期目標の達成状況を総合的に点
検・評価

• 森・川・里・湖のそれぞれで多種多
様な在来の生きものが見られ、自然
の恵みがさまざまな文化や産業を育
み、豊かな暮らしを支えている社会

• 自然だけでなく人間だけでもなく、
それらを包含する社会との間で成り
立つ「三方よし」に通じる

• 琵琶湖をはじめ、滋賀の生物多様性の状況が、長期
目標の実現に向かう入口にあることを実感できる状
態に向けて、質と量の両面からみんなで取り組む

生態系の劣化が抑えられ回復に向かい始め、外来
種の負の影響が軽減し、現在深刻な絶滅の危機に
瀕している生きものがその危機から遠ざかる
生態系の劣化に対応しつつ保護・保全地域
（OECM）を拡大 （＋5000ha)

（一覧表は別紙）５ 行動計画

「活用」
• 自然を守り、活かすこと
による社会課題の解決、
社会経済活動の推進

「行動」
• 身近な生物多様性への気
づき、共生社会の実現に
向けた土壌づくり

「保全」
• ３つの多様性（生態系・
種・遺伝子）の保全

琵琶湖とその周辺水域 • 漁獲量の減少、水草やオオバナミズキンバイ等の侵
略的外来水生植物の繁茂、生きものを育む多様な湖
岸形態の保全

里地里山・農地環境 • 琵琶湖から河川、水田等が結ぶ生息・生育場所のつ
ながりの保全

森林・山地 • 水源涵養等の多面的機能の発揮、里山林での人の営
みの減少、ニホンジカの食害による植生の衰退

野生動植物種 • 希少種や鳥獣の保護・管理、自然景観や巨樹巨木の
保全、外来種対策

気候変動・防災・減災 • 気候変動は、琵琶湖北湖で見られる全層循環にも影
響し、酸素が深層部に十分供給されず、底生生物の
生息にも影響が及んでいる

• 雨水浸透機能等、生態系を活用した防災・減災
（Eco-DRR）の可能性

２ 現状と課題

主体 役割例

県・市町 • 保護地域の指定。地域で大切にされている里山やビオトープ、境内地、都市緑地等を保全。
• 防災・減災、人の健康、地域の活性化、地域課題の解決に向けた自然の積極的活用、持続可能な農林水産業を促進。
• 事業者や都市住民等を含め多様な主体が、地域における環境保全の取組に参加・協力する機会や互いに交流する場づくり。

個人・団体 • 近江の食を楽しむ。地域のルールやマナーを守りながら自然に親しむ。ペットは責任を持って飼う。環境に優しい商品やサービスを選ぶ。
• 地域の自然や伝統文化、食、歴史等について調べ、知り、記録し、伝える。地域で環境保全の取組を行う、またはボランティア活動に参加・協力。

事業者 • 持続可能な農林水産業の実践、生物多様性保全に資する技術・製品・サービスの提供、自然資本関連の財務情報等の開示、ESG投融資など。
• 工場敷地内の緑地や水辺、社有林等をOECM等として管理。地域の生物多様性保全の取組の実施・支援。

教育・研究
機関

• 学ぶ機会や体験の機会を提供。地域の生物多様性の状況等について調査・研究し、その結果を広く伝える。
• 専門的な見地から、行政、事業者、地域団体など関係主体に生物多様性の保全に向けた提案や助言。



～滋賀は生物多様性の宝庫～

琵琶湖、鈴鹿の２つの国定公園、三上・田上・
信楽、朽木・葛川、湖東の３つの県立自然公園
で県土面積の37.3％を占める
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琵琶湖

県土面積に占める自然公園面積の割合が全国一

自然共生サイト

• 県内最高峰。県内の植物約2,300種のうち約
1,300種が生育する植物の宝庫で、山頂のお花畑
は国指定天然記念物

• 山頂お花畑や登山道のある南側斜面では、植生
の衰退や裸地化が進んでいる。これに加え、南
側斜面では、降雨の影響により土壌浸食が進行

• 琵琶湖を中心に山地・山脈に囲まれた盆地地形の内陸県
• 日本列島のほぼ中央に位置し、生きものの種数は1万を超
え、分布の北限、南限となる種も存在

• 豊かな水と自然が近江の食やモノを供給し、文化を育む

既存の保護地域は県土面積の41.6%
→長期的には“琵琶湖（16.7 ％）＋30％”へ（46.7％）

「民間の取組等によって生物多様性の保全が図
られている区域」を環境省が認定（保護地域と
の重複を除き、「OECM」として国際データ
ベースに登録）

豊かな森の四季

日本のトンボ約200種のうち
100種が滋賀で確認

“企業等による保全の取組を国が認定”

• 世界有数の古代湖で、60種を超える
固有種を含め、2,400種以上の生きものが生息・生育

• ラムサール条約登録湿地として、ヒシクイやコハク
チョウ、カモ類など毎年10万羽以上の水鳥が飛来す
る全国有数の越冬地

• 近畿1,450万人の水利用を支える貴重な水資源
• 「琵琶湖とその水辺景観－祈りと暮
らしの水遺産」が日本遺産に認定、
さらに、琵琶湖と共生する農林水産
業が「森・里・湖に育まれる漁業と
農業が織りなす琵琶湖システム」と
して世界農業遺産に認定

（生物多様性びわ湖ネットワーク：県内の企業６社が中心
となってトンボ100種の確認を目標に２０１６年から活動） （色が濃いほど、生物多様性の価値基準に該当していることを示す）

“生物多様性の象徴”

伊吹山

2023年度 １０件認定（全国185件）

• 龍谷の森（大津市38ha）
• 叶匠寿庵 寿長生の郷（大津市17ha)
• 奥びわ湖・山門水源の森（長浜市63ha）
• パナソニック草津工場「共存の森」（草津市1.3ha）
• みなくち子どもの森（甲賀市25ha）
• 太陽生命くつきの森林（高島市21ha）
• 積水樹脂物流センター生物多様性保全エリア（東近江市2.3ha）
• サカタの森（米原市0.7ha）
• サントリー天然水の森 近江（日野町175ha）
• 積水樹脂滋賀工場 生物多様性保全エリア（竜王町2.6ha）

計345.9ha



行動計画一覧
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